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先端計測分析技術・機器開発プログラム 

平成２６年度におけるプログラム実施の基本方針 

（案） 
 

平 成 ２ ６ 年  月  日 
科 学 技 術 ・ 学 術 審 議 会 
先 端 研 究 基 盤 部 会 
研究開発プラットフォーム委員会 
先端計測分析技術・システム開発小委員会 

 

独立行政法人科学技術振興機構（以下、「ＪＳＴ」）の研究成果展開事業 先端計測分析技

術・機器開発プログラム（以下、「プログラム」）の平成 26 年度の実施にあたっては、以下

の事項を踏まえた上で推進することが求められる。 

 

１．プログラムの現状 

先端的な計測分析技術・機器は、最先端かつ独創的な研究開発成果や、社会的重要課

題の達成に資する革新的技術などを創出するための重要なキーテクノロジーであり、我

が国の科学技術の共通基盤である。プログラムの実施を通じて、オンリーワン・ナンバ

ーワンの計測分析技術に基づく機器を生み出し、現場に普及させ、科学技術イノベーシ

ョンを牽引していくことが重要である。 

本プログラムは、平成 24 年度より開発者とユーザーとの連携を強めることを目的とし

て、ターゲット指向型の開発取組の強化（重点開発領域の設定）と、ＪＳＴにおける推

進体制の再構築を行ってきたところであり、平成 26 年度においても引き続き開発取組の

強化と効率化（重点開発領域の最適化）を実施し、府省連携に係る取組を踏まえつつ、

ユーザーを意識した計測分析技術・機器・システムの開発取組を強化していくことが重

要となる。 

一方、革新的な計測分析技術を絶え間なく創出し、新しい科学の潮流を生み出してい

くためには、一般領域における、革新的な技術シーズを着実に製品化までステップアッ

プさせていく取組も引き続き強化していくことが重要である。さらに、様々な計測機器

から得られる大量の情報から新しい価値を生みだすといった、世界の動向を睨んだ重要

な基礎技術の芽が生まれる機会を逃さないことも念頭に、ターゲット指向型の重点開発

領域とシーズ指向型の一般領域をバランス良く推進・強化していくことが重要となる。 

見え消し 
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２．重点開発領域について 

  本プログラムでは、現在、重点開発領域として「ライフイノベーション領域」、「グリ

ーンイノベーション領域」及び「放射線計測領域」を設定している。 

「ライフイノベーション領域」においては、医療分野の研究開発の司令塔機能に係る

政府全体の議論の進展を踏まえつつ対応することとするが、本領域の重要性については、

科学技術イノベーション総合戦略等からも明らかであり、府省連携に係る取組において

も重要な領域であることに変わりはなく、引き続きユーザーを意識した計測分析技術・

機器・システムの開発取組を強化していくことが重要となる。 

「グリーンイノベーション領域」においては、日本再興戦略で提言された、「インフラ

環境の改善」、「インフラビジネスの競争力強化」及び「クリーンエネルギー社会の実現」

や、PM2.5 等を始めとする環境汚染物質等による健康影響等が懸念されている社会状況

を踏まえ、環境・エネルギー分野に関するこれまで以上の発展・強化が求められている。

このため、重点開発領域として、本領域を拡充し、新たに「環境問題解決領域」を設定

し、府省連携に係る取組の状況を踏まえつつも、より広範囲の環境・エネルギー問題に

取り組めるよう強化する。本領域の公募及び開発推進にあたって、本領域を拡充し、新

たに「環境問題解決領域分科会」を JST 推進委員会の下に設置し、事業推進することが

求められる。 

「放射線計測領域」においては、平成 26 年度の新規採択は実施しないが、被災地域の

復旧・復興及び被災者の暮らしの再生に直結する必要性が求められていることから、本

領域において実施されている課題の成果をどのように社会に実装していくかを検討して

いくことが重要である。 

重点開発領域において設定する具体的な開発対象課題は、社会や研究現場からのニー

ズに対応し、第４期科学技術基本計画、日本再興戦略に直結する取組である。このため、

重点開発領域の推進にあたっては、開発者とユーザーに加えて、関係府省とも密に連携

した体制の下で積極的に取組を推進していくことが求められる。 

 

２－１．ライフイノベーション領域について 

  ライフイノベーション領域については、平成 25 年度に、カテゴリー（１） ターゲッ

ト（マーカーや症状）を測定するための診断技術・機器およびシステムの開発、カテゴ

リー（２） ターゲット（マーカーや症状）を解明するための計測分析技術・機器およ

びシステムの開発の 2つの類型で課題を採択したところである。 

  一方、本年度開始された医療分野の研究開発の司令塔機能に係る政府全体の議論の進
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展を踏まえつつ、医療現場等のユーザーニーズに適合し、検査・診断技術の向上、患者

の負担軽減及び医療費の抑制に貢献することを可能とする計測分析技術・機器・システ

ムの開発課題を引き続き実施する。 

  また、医療分野の研究開発の司令塔機能に係る政府全体の取組を踏まえた本領域の最

適化については、引き続き取組に関する情報収集を行うとともに、引き続きライフイノ

ベーション領域においてカテゴリー（１）、カテゴリー（２）それぞれに属する種々のタ

ーゲットを精密、早期、低侵襲に測定する機器開発など革新的な検査・診断技術・機器

の開発に最重点を置くことができるよう調整していくことが望まれる。 

ライフイノベーション領域及びライフイノベーション領域以外の医療分野の課題につ

いては、医療分野の研究開発の司令塔機能に係る政府全体の取組に基づき、新たに創設

予定の機関に移管されることとなるが、その際、各課題の研究開発に支障を及ぼさない

よう、円滑に課題が引き継がれるように調整していくことが望まれる。 

  

２－２．環境問題解決領域について 

地球規模の気候変動への対応と持続可能なクリーンエネルギーの確保といった社会的

課題に対応するため、太陽光発電、蓄電池、燃料電池の飛躍的な性能向上と低コスト化、

劣化の推定を行うための計測分析技術・機器・システムの開発を行うとともに、新たに

微小粒子状物質（PM2.5 等）等の他、大気汚染、土壌汚染、水質汚濁等を引き起こす環境

汚染物質の構造・状態等を計測分析する技術・機器・システムの開発を実施する。 

また、本年度開始された内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）で

の議論を踏まえ、インフラ環境問題の改善等を実施するため、構造物の非破壊検査・モ

ニタリング等を効果的・効率的に実施し、構造物の劣化・損傷等を点検・診断・評価す

る先端的な計測分析技術・機器・システムの開発を、ＳＩＰの議論の内容を踏まえ対応

する。 

 

＜具体的な開発対象課題＞ 

・太陽光発電、蓄電池、燃料電池の飛躍的な性能向上と低コスト化を目指した優れた

研究開発成果創出を図る上でボトルネックとなっている計測分析技術・機器の開発

とシステム化に重点を置きつつ、環境問題解決領域分科会での更なる検討結果を踏

まえた上で、公募要領等に明示していくことが望まれる。 

・微小粒子状物質（PM2.5 等）等の環境汚染物質の測定や環境汚染物質が及ぼす問題を

解決するために必要となる計測分析技術・機器の開発とシステム化に重点を置きつ

つ、環境問題解決領域分科会での更なる検討結果を踏まえた上で、公募要領等に明

削除: における、

削除: 働きかけ、調整すること

削除: 引き続き、
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示していくことが望まれる。 

・構造物の劣化・損傷等を点検・診断する計測分析技術・機器の開発とシステム化に

重点を置きつつ、環境問題解決領域分科会での更なる検討結果を踏まえた上で、公

募要領等に明示していくことが望まれる。 

 

＜開発タイプ＞ 

平成 26 年度の新規公募は、「要素技術タイプ」、「機器開発タイプ」及び「プロトタ

イプ実証・実用化タイプ」を対象として実施する。 

 

２－３．放射線計測領域について 

本領域は、復興庁が所管する「東日本大震災復興特別会計」で実施する取組であるこ

とに鑑み、被災地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの再生に直結する、放射線量及び

放射能濃度の迅速かつ高精度・高感度な把握を可能とする機器・システムの開発を行う。 

平成 25 年度で新規採択を終了し、平成 26 年度からは継続課題のみを実施するが、本

領域におけるこれまでの成果を被災地等に実装していくことに重点を置き、被災地にお

けるシンポジウム等を実施するなど、早期に社会実装を実現することを後押しする取り

組みが望まれる。 

 

３．重点開発領域以外について 

我が国の創造的・独創的な研究開発活動を支える先端研究基盤の強化を図る上で、「一

般領域」において革新的な技術シーズを着実に製品化までステップアップさせていく取

り組みを強化することが重要である。そのため、より趣旨が明確になるよう領域名を「一

般領域」から「最先端研究基盤領域」と変更し、本プログラムが掲げる「オンリーワン・

ナンバーワンの計測分析技術に基づく機器」を生み出していく課題を実施することとし、

平成 26 年度の新規公募は、「要素技術タイプ」、「機器開発タイプ」、「実証・実用化タイ

プ」を対象とする。また、様々な計測機器から得られる画像等の情報を解析し新たに体

系的な知見を得ることを目的とした３Ｄ画像等の新しい情報処理に係る技術開発、対象

物の寿命などを予測診断する技術開発及び計測スケールをシームレスに変更することが

できる技術開発など「計測機器に付加価値を与える技術開発」についても、「要素技術タ

イプ」の対象とする。 

本領域は分野を限定せず最先端の技術・機器・システム開発を実施することから、重

点開発領域と重複する課題内容が提案された場合は、重点開発領域と調整することが望

まれる。 

削除: 

（想定される開発課題例）

・太陽電池の不純物や欠陥の可視化・定

量化、蓄電池・バッテリーの発熱現象や

発煙・発火機構の解明、燃料電池の作動

環境での異相界面現象等の解明に貢献す

る技術・機器・システム

・大気汚染物質（PM2.5 等）、土壌汚染物

質、水質汚濁物質の発生起源、成分の解

析等に貢献する技術・機器・システム

・土壌、湖沼など閉鎖性水域の水質・底

質、海底土等における放射性物質を含む

多様な汚染原因物質を詳細に分析する技

術・機器・システム

・大型構造物の劣化状況等をキロメート

ルオーダーからナノメートルオーダーま

でマルチスケールで統合的に解析するシ

ステムの構築に貢献する計測分析技術・

機器・システム

・鉄・コンクリートの損傷・劣化機構等

の解明に貢献する技術・機器・システム

削除: に向けて取り組むこと
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４．その他の重要事項について 

○ 予算状況に鑑み、平成 26 年度はこれまで以上に課題の採択を精査し、課題解決指向

型の重点開発領域とシーズ指向型の最先端研究基盤領域のバランスに配慮し、より社

会に貢献できる重要課題や波及効果が大きいと思われる革新的な課題を中心に柔軟か

つメリハリのある課題採択をすることが求められる。 

○ 「開発成果の活用・普及促進」の取組について新規公募を実施する。本プログラム

において採択及び終了した課題において作成された機器等を有力ユーザーに供し、機器

等の普及を推進する。また、計測分析技術についての標準化に向けて、これまで本プロ

グラムで採択された研究開発課題の成果や波及状況を検証し、有力な機器等については、

プロトタイプ機を複製し分析方法の汎用化を行い、複数の研究機関に配布することによ

り、広くユーザーが活用できる場を構築していくことが必要である。そのため普及促進

については重点的に予算を配分すべきである。 

〇 先端計測分析技術・システム開発小委員会及び JST に設置された推進委員会・各分

科会の連携を強化し、採択課題に関する情報のフィードバックまで一貫した体制を構

築する。 

 〇 JST 推進委員会の体制については、応募件数が増加傾向にあること等により総合評

価分科会の役割が過重になってきていること等を鑑み、中間評価・事後評価は、課題

選定を行った分科会を実施主体とすることが望ましい。 

 〇 JST は、開発成果情報等を適切に検証し、外部への成果発信を戦略的に行うととも

に、プログラムの特徴の周知に努めるなど、プログラムの広報の一層の強化に努める

ことが求められる。 

 〇 先端的な計測分析技術・機器は、我が国全体としての「研究開発プラットフォーム」

の構築・発展にとって極めて重要な要素となる。この重要性を踏まえた上で、国及び

JST は、本プログラムの機能を高め、より高度な成果をより迅速に達成することに資

する「先端計測機器開発プラットフォーム」を構築するための具体的な方策を検討す

る必要がある。また、本プログラムによる開発成果が、国の重要な研究開発プロジェ

クトや共用施設・設備の高度化に着実に活用されていくよう、関係者との連携を一層

強化していくことが求められる。 

 〇 様々な計測機器から得られる情報の新しい取り扱い方について、本プログラムの中

での先導的な要素技術開発として捉え、ナノテクノロジープラットフォームに代表さ

れる研究基盤の共用・プラットフォーム化と連動して、先行するプラットフォーム関

係者との連携を強化していくことが求められる。

削除: ターゲット

削除: していくことが望まれる。
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（別添） 

 

第７期 科学技術・学術審議会 先端研究基盤部会 研究開発プラットフォーム委員会  
先端計測分析技術・システム開発小委員会  

委員名簿 
 

平成 26 年 4 月 1 日現在 
（臨時委員） 
◎二 瓶 好 正  東京大学名誉教授 
長我部 信 行  株式会社日立製作所中央研究所所長 
尾 嶋 正 治  東京大学名誉教授、東京大学放射光連携研究機構特任研究員 
田 中 耕 一  株式会社島津製作所シニアフェロー 
 

（専門委員） 
飯 島 貞 代  三菱化学株式会社経営戦略部門ＲＤ戦略室リサーチフェロー  
江 原 直 行  応用光研工業株式会社代表取締役 
大 堀 謙 一  株式会社堀場製作所開発本部理事 
小 野 幸 子  工学院大学工学部教授 

○佐 藤 了 平  大阪大学名誉教授、大阪大学産学連携本部特任教授 
菅 野 純 夫  東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 
杉 沢 寿 志  日本電子株式会社経営戦略室戦略企画部部長 
杉 山 昌 章  新日鐵住金株式会社先端技術研究所解析科学研究部上席主幹研究員 
瀬 藤 光 利  浜松医科大学医学部教授 
竹 内 孝 江  奈良女子大学研究院自然科学系化学領域准教授 
中 村 志 保  株式会社東芝研究開発センタースピンデバイスラボラトリー 

研究主幹 
藤 宮   仁  株式会社ダイナコム代表取締役 
森 川   智  ヤマト科学株式会社代表取締役社長 
森 口 祐 一  東京大学大学院工学系研究科教授 
柳 沢 正 史  筑波大学教授 
山 科 正 平  北里大学名誉教授 
 

（敬称略、五十音順） 
◎：主査 ○：主査代理 
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